
 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学 生 納 付 金  
手 数 料  
寄 付 金  
補 助 金  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 差 額  
事 業 収 入  
雑 収 入  
帰 属 収 入 合 計  
基本金組入額合計 
消費収入の部合計 
当年度消費収入超過額 
前年度繰越消費収入超過額 
翌年度繰越消費収入超過額 
 

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
  １３,６２４,７５１ 
１,０３４,７２９ 
８０,０００ 

１,０８６,３９０ 
３５６,１３３ 

０ 
１９５,５４３ 
１５３,７４０ 

１６,５３１,２８６ 
△　３,０６４,０８３ 
１３,４６７,２０３ 
５０,７２６ 

１,５９９,００４ 
１,６４９,７３０ 

 

  １３,４５９,９４０ 
１,０２４,１６６ 
１００,０００ 
１,０５０,３６５ 
２８０,６７３ 
１０８,２８４ 
１７１,５８９ 
１３０,１６５ 

１６,３２５,１８２ 
△　２,６０２,５８４ 
１３,７２２,５９８ 
２０６,５７６ 
１,３９２,４２８ 
１,５９９,００４ 

  １６４,８１１ 
１０,５６３ 

△　 　２０,０００ 
３６,０２５ 
７５,４６０ 

△  　１０８,２８４ 
２３,９５４ 
２３,５７５ 
２０６,１０４ 

△  　４６１,４９９ 
△  　２５５,３９５ 
△  　１５５,８５０ 

２０６,５７６ 
５０,７２６ 

 (単位:千円） 

支 出 の 部 
科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
人 件 費  
（退職給与引当金繰入額） 
教 育 研 究 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
管 理 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
借 入 金 等 利 息  
資 産 処 分 差 額  
徴 収 不 能 額  
予 備 費  
消費支出の部合計 

７,６１６,４９８ 
（２０７,３７８） 
４,４４６,２５４ 

（１,４９２,０９８） 
１,０７２,１０７ 
（１６３,５０２） 
１３１,６１８ 
５０,０００ 

０ 
１００,０００ 

１３,４１６,４７７ 

７,８７５,３５０ 
（３７４,４７１） 
４,４０８,３１２ 

（１,４９８,９３５） 
１,００４,０６９ 
（１７４,１１３） 
１５８,０２９ 
７０,２６２ 

０ 
０ 

１３,５１６,０２２ 

△  　２５８,８５２ 
△　（１６７,０９３） 

３７,９４２ 
△　　（６,８３７） 

６８,０３８ 
△　（１０,６１１） 
△　　２６,４１１ 
△　　２０,２６２ 

０ 
１００,０００ 

△　　９９,５４５ 

平成14年度「消費収支予算」 

 

平成14年度予算の概要 
大学経営の永続的な安定を示す、 
収支バランスのとれた健全予算です。 
　収入面の特長は、教育研究環境及び学生サービス向上のための財源確保を目的とした、手数料収入や補助金収入等の増加を見込んだことに

あります。また支出面では「ゼロシーリング」を基本方針として各部署が業務の見直しや再点検を実施、業務の効率化に伴う経費削減を見込ん
でいます。但し「情報化」と「国際化」を中心とする教学改革の実施に必要な支出は積極的に計上しており、「全体としての支出を徹底的に抑え
ながら・学生サービスに関わる分野への支出比率を高める」という本学予算の近年のコンセプトはさらにおし進められたものになりました。 
　この結果、平成14年度予算は「健全」の評価に値する収支均衡予算となっています。 

消費収支予算のポイント 
教育研究環境や学生サービス向上のための財源確保へ 
効率的な資産運用や補助金の増額獲得等をめざします。 
＜収入の部＞ 
●学生納付金……………入学金を1万円、在学生学費を1.2％、それぞれ増額改定して1億6,481万円が増額計上されています。 
●手数料…………………受験者の増加を積極的に見込み、1,056万円が増額計上されています。  
●補助金…………………文部科学省私大助成や経常費補助金特別補助の増額獲得を見込むことにより、3,602万円が増額計上されています。 
●資産運用収入…………「安全性」を重視した効率的な資金運用により、7,546万円が増額計上されています。  
●事業収入………………実学講座の充実や葵寮の舎費収入等の補助活動収入の増額を見込むことにより、2,395万円が増額計上されています。 
●雑収入…………………私立大学退職金財団交付金の交付率上昇により、2,357万円が増額計上されています。  
＊これらにより「帰属収入」の合計は165億3,128万円となり、前年比で2億610万円の増額予算となっています。 

「減額すべき」と「増額すべき」を厳しく精査、 
学生満足度を高めるための支出ウエートを高めています。 
＜支出の部＞ 
●人件費…………………職員人件費の減少見込みを中心に、2億5,885万円が減額されています。 
●教育研究経費…………学内IT化推進経費や経済支援制度（奨学金等）関連の支出、および「オープン・リサーチ・センター」整備事業の 
　　　　　　　　　　　研究プロジェクト経費の計上により、3,794万円が増額されています。  
●管理経費………………法科大学院研究科設置等の文部科学省申請業務や学生ベンチャー企業の立ち上げ、 
　　　　　　　　　　　本学交通アクセスの改善への取り組み等により、6,803万円が増額されています。  
＊これらにより「消費支出」の合計は、前年比9,954万円減少の134億1,647万円となっています。  

＊「基本金組入額」は、さらなる経営安定や発展を目的とした第2号基本金組入計画への組入額17億円を含め、 
  帰属収入の18.5％にあたる30億6,408万円の計上となっております。 
＊なお、帰属収入は対前年比2億610万円増加したものの、基本金を前年より4億6,149万円多く組入れたことにより、 
  消費収入合計は2億5,539万円減少しました。また，消費支出合計が対前年比9,954万円減少したことにより、 
  当年度消費収入超過額は前年比1億5,585万円減少の5,072万円の計上となりました。 

学生納付金とは文字通り、
キミタチが納める「授業料・
入学金・実験実習費・教育
充実費」のこと。収入合計
（帰属収入）の82.4％です。 

補助金は国庫補助金が中心
で学生納付金、手数料とな
らんで収入の3本柱のひと
つです。 

手数料の中心は入試の受験
料。その他は各種証明書の
発行手数料などです。 

事業収入の主は、補助活動
収入（学生寮の入寮費・舎
費収入、診療所の診察料収
入など）と実学講座収入（総
合能力開発センター実施
の各種実学講座受講料収
入など）及び受託事業収入
（外部機関から受け入れの
受託研究費）です。 

資産運用収入とは大学が保
有する預金等金融資産の運
用利息や大学諸施設の賃貸
料です。 

人件費は、専任教職員や非
常勤講師、契約・臨時職員の
「基本給・各種手当・期末手当・
退職給与引当金繰入額」など。 

管理経費とは総務や人事、
経理など、法人業務の経費
と教職員の福利厚生費、学
生募集経費など。 
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教育研究経費とはその名の通り、教育
研究活動に必要なすべての諸経費。消
耗品費から減価償却額にいたるまで、
25の小科目に分類されています。 

教 育 研 究 経 費  
消 耗 品 費  
光 熱 水 費  
旅 費 交 通 費  
奨 学 費  
車 輌 燃 料 費  
通 信 運 搬 費  
印 刷 製 本 費  
出 版 物 費  
修 繕 費  
損 害 保 険 料  
貸 借 料  
公 租 公 課  
諸 会 費  
会 議 費  
研 修 費  
式 典 費  
渉 外 費  
支 払 手 数 料  
業 務 委 託 費  
学 生 諸 費  
教 員 研 究 費  
庭 園 費  
補 助 費  
雑 費  
減 価 償 却 額  
 

 ４,４４６,２５４ 
３１３,４９４ 
３５７,２４３ 
１２２,８１１ 
１５９,４８８ 
４７６ 

８４,１１２ 
１６９,１７７ 
１２４,６７１ 
２３８,３７９ 
１８,１７０ 
２７０,１８０ 

２０ 
１８,０５４ 
１３,５２８ 
２,０００ 
２,５２９ 
４,５９５ 
２２,０６５ 
７７１,８４９ 
１３０,６８９ 
８５,７３７ 
３３,３０３ 
４,８６０ 
６,７２６ 

１,４９２,０９８ 
 

 (単位:千円） 

これは「育英給付奨学金」や「教
育ローン援助奨学金」、「学
業奨励金」や「外国留学支援
金」をはじめ、各種の学費減
免等に用いる予算。昨年度よ
り1,629万円増額していま
す（貸与奨学金は含まれてい
ません）。 

予備費0.6％ 
資産処分差額0.3％ 
借入金等利息0.8％ 
管理経費6.5％ 

 

人件費 
46.1％ 

教育研究経費 
26.9％ 
 

基本金組入額 
18.5％ 

 

収入超過額0.3％ 
 

学生納付金 
82.4％ 

雑収入0.9％ 事業収入1.2％ 
資産運用収入2.2％ 
補助金6.6％　　　 
寄付金0.4％　　　 
手数料6.3％　　　 

 
 
 
 
 



 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学生納付金収入 
手 数 料 収 入  
寄 付 金 収 入  
補 助 金 収 入  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 収 入  
事 業 収 入  
雑 収 入  
借 入 金 等 収 入  
前 受 金 収 入  
そ の 他 の 収 入  
資金収入調整勘定 
収 入 計  
前年度繰越支払資金 
収 入 の 部 合 計  

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
  １３,６２４,７５１  １３,４５９,９４０  １６４,８１１ 
  １,０３４,７２９  １,０２４,１６６ 　 １０,５６３ 
  ８０,０００  １００,０００ △ ２０,０００ 
  １,０８６,３９０  １,０５０,３６５  ３６,０２５ 
  ３５６,１３３  ２８０,６７３ 　 ７５,４６０ 
  ０  ４００,０００ △ ４００,０００ 
  １９５,５４３  １７１,５８９  ２３,９５４ 
  １５３,７４０  １３０,１６５  ２３,５７５ 
  ０  ０  ０ 
  ４,２８４,６４７  ４,３５４,６００ △ ６９,９５３ 
  ２,７９０,１４１  １,９９３,３２４ 　 ７９６,８１７ 
 △ ４,３５４,６００ △ ４,４５１,３００  ９６,７００ 
  １９,２５１,４７４  １８,５１３,５２２  ７３７,９５２ 
  ７,０６４,４２９  ７,０７６,０８８ △ １１,６５９ 
  ２６,３１５,９０３  ２５,５８９,６１０ 　 ７２６,２９３ 
 

 (単位:千円） 

支 出 の 部 

人 件 費 支 出  
教育研究経費支出 
管 理 経 費 支 出  
借入金等利息支出 
借入金等返済支出 
施 設 関 係 支 出  
設 備 関 係 支 出  
資 産 運 用 支 出  
そ の 他 の 支 出  
予 備 費  
資金支出調整勘定 
支 出 計  
次年度繰越支払資金 
支 出 の 部 合 計  

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
  ７,９０７,７６４  ７,９５３,５１２ △ ４５,７４８ 
  ２,９５４,１５６  ２,９０９,３７７ 　 ４４,７７９ 
  ９０８,６０５  ８２９,９５６ 　 ７８,６４９ 
  １３１,６１８  １５８,０２９ △ ２６,４１１ 
  ４７３,２１０  ７１３,２１０ △ ２４０,０００ 
  ２,６９７,６８０  １,５１８,６２２ 　 １,１７９,０５８ 
  ４３８,５８８  ５１６,６９７ △　 ７８,１０９ 
  ３,３２３,４３５  ２,９４９,４７７  ３７３,９５８ 
  ５８８,２９２  １,２３５,２４３ △　 ６４６,９５１ 
  １００,０００  ０  １００,０００ 
 △ ２５６,２３１ △ ２５８,９４２ 　 ２,７１１ 
  １９,２６７,１１７  １８,５２５,１８１ 　 ７４１,９３６ 
  ７,０４８,７８６  ７,０６４,４２９ △  １５,６４３ 
  ２６,３１５,９０３  ２５,５８９,６１０ 　 ７２６,２９３ 
 

平成14年度「資金収支予算」 学校法人における 
計算書類の基礎知識 
 

施設関係支出と
は土地や建物、構
築物といった固定
資産取得のため
の支出です。 

資金支出調整勘
定とは、当期中に
支払うべき支出で
すが、支払えない
ものや、前期に支
払を済ませた当
期支出を差し引く
ことにより、資金
の支出額を確定
させるものです。 

前受金収入とは、平成
15年度の収入につ
いて前年度の平成
14年度中に受け入れ
る額です。 

資金収入調整勘定とは、
当期中に収受すべき
収入ですが、収納でき
ないものや、前期に前
受金として計上して
いた額を差し引くこと
により、資金の収入額
を確定させるものです。 

設備関係支出とは教
育研究用の機器備品、
その他の機器備品、
図書、車輛といった固
定資産取得のための
支出です。 
 

資金収支予算のポイント 
＜収入の部＞ 
●前受金収入（次年度授業料等の前受納入分） 
　近年の経済不況から前納率を考慮、 
　対前年度比6,995万円が減額されています。  
●その他の収入 
　固定資産取得の事業計画による支払資金を調達するため、 
　引当特定預金取崩予定額等を含めた 
　7億9,681万円が増額されています。 

＜支出の部＞ 
●施設関係支出 
　新規施設（12号館および賀茂川寮）の建設費により、 
　対前年度比11億7,905万円が増額されています。 
●設備関係支出 
　機器備品や図書等の取得は計画の見直しにより 
　対前年度比7,810万円が減額されています。 
●資産運用支出 
　各種引当特定預金の繰入支出の計上に伴い、 
　3億7,395万円が増額されています。 

＊これらにより「収入の部」と「支出の部」、それぞれの合計額は新規施
設取得等に伴い、昨年より7億2,629万円増加の263億1,590万円
となっています。その結果、平成14年度の財政規模は前年度に比べて
拡大、資金収支の顛末としての「次年度繰越支払資金」が前年比
1,564万円の減額となっています。 

●学校法人は教育・研究機関としての位置づけから、その財

政も、在学生から納付される授業料を収入の中心に置き、そ

の資金を当年度の教育・研究に、より有効に支出するととも

に、継続的な維持・発展をめざすことを根本の原則としてい

ます。この原則に沿って運営されていることを点検するも

のとして、学校法人には「学校法人会計基準」（文部省令）

により「資金収支計算書」と「消費収支計算書」及び「貸借

対照表」の作成が義務づけられています。「資金収支計算書」

では当年度の学校法人の財政規模が、「消費収支計算書」

では収支の均衝状況が示されています。「貸借対照表」で

は年度末における資産と負債、及び正味財産の状況が示さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算について 
●資金収支計算は、当年度の資金の動きを追ったもので、

資金が入ってきた場合は、借入金のように負債となる資金

の受け入れも「収入」とします。一方、資金が出ていった場

合は、資産取得のための支払いも「支出」に記載することと

なっており、当年度のすべての資金の収入と支出を明らか

にするとともに、支払資金の顛末を表すものとなっています。 

消費収支計算について 
●消費収支計算は、年度中の消費に充てることのできる収入、

及び消費した支出の内容、及び収支の均衝状態を表し、学

校法人の永続的な維持には必須の資料で、「貸借対照表」と

あわせて財政の健全性が読み取れるものです。資金収支計

算書で記載される借入金収入やその返済支出、また資産取

得のための支出は記載されませんが、減価償却額や退職給

与引当金繰入額等の資金移動を伴わない科目が計上され

ています。消費収支計算では「収入の部の合計額」（消費収

入）から「支出の部の合計額」（消費支出）を差し引いた額

が「当年度消費収入超過額」であり、これに前年度から繰越

された消費収入超過額を合計して、翌年度に繰越す消費収

入超過額を算出しています。「帰属収入」とは、当年度に収

納した全ての収入のうち、負債とならない収入をいいます。

この帰属収入が実質的な法人の収入であり、毎年度の運営は、

この範囲内で執行しながら、なおかつ「基本金」においてな

される将来の継続的な発展のための計画的な資金準備も、

この帰属収入から留保しています。したがって帰属収入から

「基本金組入額」を差し引いた額が、当年度の支出にまわせ

る「消費収入合計」となり、この額と学校法人の諸活動に伴

う人件費や諸経費、借入金利息、減価償却額など、消費する

支出とのバランスを示しています。 




